
　

第85回定時株主総会招集ご通知に際しての
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

　
　
　

会社の新株予約権等に関する事項

会 社 の 体 制 及 び 方 針

連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

　
　
　
ア イ ダ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社

　
　
　

上記の事項につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、インターネット上の
当社のウェブサイト（https://www.aida.co.jp）に掲載することにより株主の皆さま
に提供しております。

2020年06月05日 18時21分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



　会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日における新株予約権等の状況

当社役員に職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
①取締役（社外取締役を除く）の保有状況

発行決議日（取締役会） 新株予約権の数 目的となる株式の
種類及び数 行使金額 人数 権利行使期間

2007年９月10日 (注) 15個 普通株式 15,000株 1円 2人 2007年９月27日から2037年９月26日まで

2008年９月８日 (注) 21個 普通株式 21,000株 1円 2人 2008年９月26日から2038年９月25日まで

2009年９月７日 (注) 47個 普通株式 47,000株 1円 2人 2009年９月26日から2039年９月25日まで

2010年９月７日 (注) 41個 普通株式 41,000株 1円 2人 2010年９月25日から2040年９月24日まで

2011年９月13日 (注) 33個 普通株式 33,000株 1円 2人 2011年９月30日から2041年９月29日まで

2012年11月13日 (注) 37個 普通株式 37,000株 1円 2人 2012年11月30日から2042年11月29日まで

2013年９月10日 (注) 26個 普通株式 26,000株 1円 2人 2013年９月27日から2043年９月26日まで

2014年９月９日 (注) 17個 普通株式 17,000株 1円 2人 2014年９月30日から2044年９月29日まで

2015年９月８日 (注) 16個 普通株式 16,000株 1円 3人 2015年９月29日から2045年９月28日まで

2016年９月13日 (注) 21個 普通株式 21,000株 1円 3人 2016年９月30日から2046年９月29日まで

（注）当該新株予約権等は、株式報酬型ストック・オプションを割り当てるためのものであります。なお、株式報酬型ストック・オ
プション制度は、2017年６月19日開催の第82回定時株主総会において決議された株式報酬制度「株式給付信託」の導入によ
り廃止しており、当該新株予約権等は、株式報酬型ストック・オプション制度に基づき取締役（社外取締役を除く）に付与済
の新株予約権の未行使分です。

②社外取締役の保有状況
該当するものはありません。

　
③監査役の保有状況
該当するものはありません。

　
（2）当事業年度中に当社使用人並びに子会社の役員及び使用人に交付した新株予約権等の状況

該当するものはありません。
　
（3）その他新株予約権等に関する重要な事項

該当するものはありません。
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　会社の体制及び方針
　
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
①当社が上記体制につき「内部統制システムの整備に関する基本方針」として2015年４月10日開催の取締役会にお
いて決議した事項は次のとおりであります。
なお、当社は既に以下１から10までの各体制を整備しておりますが、引き続きこれを維持するとともにその充実
及び改善を図るものといたします。

1．当社の取締役及び使用人の職務執行の適法性を確保するための体制
当社においては、アイダグループ行動指針を定め、その推進のためコンプライアンス担当役員を任命し、その

下にコンプライアンス委員会を設置する体制により当行動指針の徹底を図り、さらに、業務部門から独立した内
部統制監査室を設置し当行動指針の実施状況等の調査を定期及び随時に実施する。
当社の役職員が法令違反等の疑義のある行為を発見した場合には、コンプライアンス委員を通じコンプライア
ンス委員会に報告され、重大性に応じて取締役会において再発防止策を策定する。
また、当社はアイダグループ企業倫理ホットライン制度運用規程に沿って、内部通報制度を充実させ、コンプ
ライアンス違反行為の未然防止、早期発見を図る。

2．当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び当社社内規程に従い適切に保存・管理を行い、また、取
締役及び監査役は、当社社内規程に従い常時これらの文書を閲覧できるものとする。

3．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
安全、環境、防災、品質、コンプライアンス、輸出管理等に係るリスクについては各業務担当部門にて規則・
ガイドラインの制定、運用の監視等を行うことで対応し、当社及びグループ会社の全社的な事業の推進に係るリ
スクについては、取締役会、経営会議等において多面的に審議し、その決定に従い、対応する。

4．当社の取締役の職務執行の効率性を確保するための体制
当社では当社グループの全社的な目標として年度方針を定め、取締役はその管掌部門においてその方針に基づ
いた部門別目標を策定し、その実施状況を取締役会又は経営会議にて報告する。
また、重要事項については各規則に定める職務分掌及び意思決定のルールに従い取締役会、経営会議等により
充分に審議をすることにより、関連部門における意思統一を得ることで当該事項の効率的な執行をする。

5．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(1) 当社の子会社の取締役等の職務執行の効率性及び当社への報告のための体制
各グループ会社は、当社年度方針に沿って設定した目標とその実施状況について、毎年定期的に行われる事業
計画審議会で報告し、さらに業務執行状況・財務状況等を定期的に当社に報告する。
グループ会社は、経営上重要な事項を決定する場合は、グローバル経営管理規程等に基づき、稟議書等で当社

に事前申請し、当社の承認を得るものとする。
(2) 当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
グループ会社は、法令若しくは社内ルールの違反又は当該会社あるいは当社に著しい損害を及ぼすおそれのあ
る事実を発見した場合は都度、当社に報告することとする。
(3) 当社の子会社の取締役及び使用人の職務執行の適法性を確保するための体制
当社は、グループ会社の遵守すべき事項をアイダグループ行動指針及びグローバル経営管理規程に定めるとと
もに、アイダグループ企業倫理ホットライン制度を導入し、グループ会社の職務執行の適法性を確保する。ま
た、当社管理部門は、グループ各社の遵守状況等をモニタリングする。
但し、グループ会社の当社への報告及び通報窓口の運用は、現地法に抵触しない範囲で実施するものとする。

6．当社の監査役の補助使用人とその独立性及び監査役指示の実効性に関する事項
監査役からの要請がある場合には、監査役の指示に従い職務を補助する専任の使用人を配置するものとする。
上記に定める使用人の人事異動及び人事考課については監査役の同意を必要とするものとする。また、当該使用
人の指揮命令権は監査役に属するものとし、取締役からの独立性を確保するものとする。
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7．当社の監査役への報告に関する体制
監査役は取締役会のほか経営会議等に出席し、重要な報告を受ける。
取締役については、法に定める場合のほか、経営会議で決議された事項、当社及びグループ会社に著しい損害
を及ぼすおそれのある事項、毎月の経営状況として重要な事項、内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事
項、重要な法令・定款違反その他コンプライアンスに関する重要な事項等を発見したときは、その事実を監査役
会に報告する。
また、当社及びグループ会社の取締役及び使用人は、当社の監査役監査基準に従い、各監査役の要請に応じて

必要な報告を行う。
当社及びグループ会社は、上記報告者が報告したことを理由として、不利な取扱いを受けないように、適切な

措置を取る。
8．当社の監査役監査の実効性を確保するための体制

監査役は代表取締役と定期的に会合をもち、また、必要に応じ都度取締役・使用人と協議し、又は報告を求め
ることができるものとする。
また、監査役の職務の執行について生ずる費用は、監査役監査基準に従い、予算化され、監査役が必要と認め

るときは、相当かつ合理的な範囲で、弁護士等外部専門家を起用し、その費用を事前又は事後に、会社に請求で
きることとする。

9．財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への対応を、企業基盤強化策の一環として位置づけ、財務

報告の信頼性を確保するため、当社グループ全体の内部統制の整備・運用を行い、財務報告に係る内部統制の体
制整備と有効性向上を図る。内部統制監査室は、健全かつ適切な内部統制を確保するために、定期的かつ継続的
に内部統制の整備及び運用状況を評価し、必要な是正・改善措置を提言するものとする。

10．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
当社は、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力には毅然とした態度で対応し、一切の関係を遮断
する。
　

②内部統制システムの運用状況の概要
当社における適正かつ効率的な業務執行については、経営に与える影響が大きいと思われる重要事項に関して、
取締役会・経営会議等で審議・共有し、必要に応じ対応策の協議を行なっております。当事業年度においては、取
締役会を12回、経営会議を19回開催いたしました。なお、日常的な業務運営に係るリスクについては各業務部門が
中心となり、全社横断的な各種委員会を通じて、安全、品質、輸出管理、製造物責任等の各種リスクに適切に対応
しております。また、コンプライアンスについては外部弁護士や社内に内部通報窓口を設けており、法令遵守の実
効性向上に努めております。
本社及び子会社から成る企業集団における業務の適正確保については、月次で各グループ会社の業績や施策の進
捗状況が取締役会や経営会議に報告されるとともに、各グループ会社で定期的に開催される経営会議の内容も本社
経営陣と共有されています。また、年に２回開催される事業計画審議会では本社と各グループ会社の経営幹部が一
堂に会し業績の進捗報告を行うとともに、各グループ会社の抱える課題やリスクが共有され、対応策が協議されて
います。更に、内部統制監査室は各グループ会社の内部統制やコンプライアンス遵守状況等につき定期的なモニタ
リングを実施するとともに、監査役や内部統制監査室による各グループ会社への往査が定期的に行なわれておりま
す。
なお、監査役や社外取締役は、取締役会に出席し月次の業績報告などを受けて意見を述べることに加え、経営会
議や事業計画審議会にも出席し意見を述べております。また、各業務部門は監査役や社外取締役の求めに応じて速
やかに報告を実施しております。
このように、当社の内部統制システムは有効に機能していると判断しております。

　
（2）当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容

当社取締役会は、特定の者による当社の財務及び事業の方針の決定に影響を及ぼすことが可能な数の当社株式を
取得することを目的とする大規模な買付行為が行われようとする場合、これに応じるか否かは、株主の皆様の判断
に委ねられるべきものであると考えます。
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しかし、当社の経営には、その主たる事業であるプレス機械事業に関する高度な専門知識を前提とした特有の経
営のノウハウや、取引先及び顧客等のステークホルダーとの間に築かれた関係等への理解が不可欠であり、当社の
財務及び事業の方針の決定を支配する者にこれらに関する十分な理解がなくては、株主共同の利益を毀損してしま
う可能性があります。
上記の大規模な買付行為がなされたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価の妥当性に関して株主の皆様

が短期間で適切に判断するためには、買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供されることが
不可欠です。
以上のことを考慮し、当社としましては、上記買付者は、株主の皆様の判断のために、当社が設定し事前に開示
する一定の合理的なルールに従って、必要かつ十分な当該買付行為に関する情報を当社取締役会に事前に提供し、
当社取締役会のための一定の評価期間が経過した後にのみ当該買付行為を開始すべきであると考えております。
また、大規模な買付行為の中には、当該買付行為が明らかに濫用目的によるもの又は不適切なものと認められ、
その結果として当社に回復し難い損害をもたらすなど、株主共同の利益を著しく損なうと認められるものもないと
はいえません。当社は、かかる買付行為に対して、当社が設定し事前に開示する一定の合理的なルールに従って適
切と考える方策をとることも、株主共同の利益を守るために必要であると考えております（以上の考え方を、以下
「会社支配に関する基本方針」といいます）。
　
②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み
当社は、会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組みとして、下記③に記載しているもののほか、以
下の取組みを行っております。
当社グループは、成形システムビルダとして発展し、人と社会に貢献することを企業理念として掲げ、長期的に
成形システム分野で世界の「トップランナー」となることを経営戦略の柱とし、グローバル市場において多様な顧
客の異なる価値観・ニーズに対応する成形システム商品の技術開発・商品開発に注力しております。また、国内５
ヶ所の生産拠点に加え、海外ではアメリカ、イタリア、マレーシア、中国の計４ヶ所の生産拠点、更には世界19ヶ
国に展開する販売サービス拠点をフルに活用することで、世界中の顧客に対して高品質の商品とサービスを迅速に
提供しております。
近年は、自動車産業における「CASE」への取組みを背景に、「電動化」「軽量化」「自動運転化」の流れがますま
す加速しています。また、お客様の生産現場において、生産設備の自動化・デジタル化による生産性向上や、省エ
ネ・脱CO2といった環境負荷低減に向けた取組みも待ったなしの状況です。先行き不透明な時代においても、当社
グループはこのようなお客様の普遍的な課題に対して解決策を提供することで、お客様とともに成長していくとい
うことを経営の基本方針とし、持続的成長と企業価値拡大を実現してまいります。
2020年度よりスタートする新中期経営計画（2021年3月期～2023年3月期）においては、このような経営基本
方針に基づき、①技術革新、②経営基盤強化、③収益力向上、という３つの基本施策を軸に、①プレス事業、②自
動機・FA事業、③保全・近代化事業といった３つの事業ごとに事業別重点施策を展開してまいります。
当社グループは、このような取組みにより、金属その他各種素材に対応する独創的な成形システムの開発・製
造・販売・サービスを通じて、株主、顧客、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーと長期的な信頼関係
を構築して、企業理念に掲げる人と社会への貢献を実現していく所存です。
上記取組みは、当社グループの企業価値を向上させ、その結果、株主共同の利益を著しく損なう大規模買付者が

現れる危険性を低減するものであるため、会社支配に関する基本方針に沿うものであると考えます。また、このよ
うな取組みは、当社グループの企業価値を向上させるものであるため、株主共同の利益を損なうものではなく、当
社役員の地位の維持を目的とするものではないことは明らかであると考えます。
　
③会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防
止するための取組み
当社は、当該取組みとして、2019年５月14日開催の当社取締役会において、（ⅰ）特定株主グループの議決権割

合を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注１）の買付行為、又は（ⅱ）結果として特定株主グループの
議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（注２）（以下「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を
行う者を「大規模買付者」といいます）を対象とする大規模買付ルール（以下「大規模買付ルール」といいます）
を設定するとともに、大規模買付者に対する一定の対応方針（以下「本対応方針」といいます）を継続することを
決議し、2019年６月26日開催の当社定時株主総会において承認をいただいております。
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大規模買付ルールは、大規模買付者には、必要かつ十分な当該大規模買付行為に関する情報を当社取締役会に事
前に提供し、当社取締役会のための一定の評価期間が経過した後にのみ当該大規模買付行為を開始すべきであると
しております。当社取締役会は、かかる情報が提供された後、独立の外部専門家等の助言を受けながら大規模買付
行為について慎重に検討したうえで意見を形成し公表いたします（注３）。
本対応方針の下では、大規模買付者により大規模買付ルールが遵守されなかった場合又は大規模買付ルールが遵
守された場合であっても、当該大規模買付行為が株主共同の利益を著しく損なうため、対抗措置を発動することが
相当であると認められるときには、当社取締役会は、新株予約権の発行その他所定の対抗措置をとる場合がありま
す。
本対応方針の詳細につきましては、2019年５月14日付プレスリリース「会社の支配に関する基本方針及び大規

模買付行為への対応方針（買収防衛策）の継続に関するお知らせ」（当社ホームページ：https://www.aida.co.jp）
をご参照ください。
（注１) 「株券等」とは、金融商品取引法第27条の23第1項に規定する株券等又は同法第27条の２第１項に規定

する株券等のいずれかに該当するものを意味します。
（注２) いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。また、市場取引、公開買付け等の

具体的な買付方法の如何を問いません。
（注３) 必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社株主の皆様に

対し代替案の提示も行います。
　
④本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿うものであること、株主共同の利益を損なうものではないこと及び会
社役員の地位の維持を目的とするものではないこと並びにその理由

・本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿うものであること
本対応方針は、大規模買付ルールの内容、大規模買付行為がなされた場合の対応方針、特別委員会の設置、株主

及び投資家の皆様に与える影響等を規定するものです。
本対応方針は、大規模買付者が必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報を当社取締役会に事前に提供するこ
と、及び当社取締役会のための一定の評価期間が経過した後にのみ当該大規模買付行為を開始することを求め、こ
れを遵守しない大規模買付者に対して当社取締役会が対抗措置を講じることがあることを明記しています。
また、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、大規模買付者の大規模買付行為が株主共同の利益を
著しく損なうものと当社取締役会が判断した場合には、かかる大規模買付者に対して当社取締役会は株主共同の利
益を守るために適切と考える対抗措置を講じることがあることを明記しています。
このように本対応方針は、会社支配に関する基本方針の考え方に沿って設計されたものであるといえます。

・本対応方針が株主共同の利益を損なうものではないこと
上記①記載のとおり、会社支配に関する基本方針は、株主共同の利益を尊重することを前提としています。本対
応方針は、かかる会社支配に関する基本方針の考え方に沿って設計され、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じ
るか否かを判断するために必要な情報や当社取締役会の意見の提供、代替案の提示を受ける機会の提供を保障する
ことを目的としております。本対応方針によって、当社株主及び投資家の皆様は適切な投資判断を行うことができ
ますので、本対応方針が株主共同の利益を損なうものではなく、むしろその利益に資するものであると考えます。
さらに、本対応方針の発効・延長及び有効期限前の廃止が当社株主の皆様の承認を条件としており、当社株主が
望めば本対応方針の廃止も可能であることは、本対応方針が株主共同の利益を損なわないことを担保していると考
えられます。
なお、本対応方針は、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保
又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、
②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を充足しています。また、経済産業省に設置された
企業価値研究会が2008年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえた
内容となっております。
・本対応方針が会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと
本対応方針は、大規模買付行為を受け入れるか否かが最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべきことを
大原則としつつ、株主共同の利益を守るために必要な範囲で大規模買付ルールの遵守の要請や対抗措置の発動を行
うものです。本対応方針は当社取締役会が対抗措置を発動する場合を事前かつ詳細に開示しており、当社取締役会
による対抗措置の発動は本対応方針の規定に従って行われます。当社取締役会は単独で本対応方針の発効・延長を
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行うことはできず、当社株主の皆様の承認を要します。
また、大規模買付行為に関して当社取締役会が対抗措置をとる場合など、本対応方針にかかる重要な判断に際し
ては、必要に応じて独立の外部専門家等の助言を得るとともに、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委
員で構成される特別委員会へ必ず諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされています。このように、本
対応方針には、当社取締役会による適正な運用を担保するための手続も盛り込まれています。
さらに、本対応方針においては、一旦対抗措置をとることを決定した後であっても、当社の株主総会で選任され
た取締役で構成される取締役会により、当該対抗措置の発動を中止することができるものとされておりますので、
本対応方針はデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買
収防衛策）ではありません。
加えて、当社の取締役任期は１年であり、期差任期制は採用しておりませんので、本対応方針はスローハンド型

買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買
収防衛策）ではありません。
以上から、本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものではないことは明らかであると考えております。
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連結株主資本等変動計算書
　

〔自 2019年 ４ 月 １ 日〕至 2020年 ３ 月31日
（単位：百万円）

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2019年４月１日残高 7,831 12,415 55,777 △4,230 71,793
連結会計年度の変動額
剰余金の配当 △1,955 △1,955
親会社株主に帰属する
当期純利益 4,022 4,022

自己株式の取得 △2,000 △2,000
自己株式の処分 4 4
自己株式の消去 △1,309 1,309 －
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 758 △686 71
2020年３月31日残高 7,831 12,415 56,536 △4,917 71,864
　
　

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配

株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

2019年４月１日残高 3,617 △1 645 398 4,660 139 613 77,206
連結会計年度の変動額
剰余金の配当 △20 △1,975
親会社株主に帰属する
当期純利益 4,022

自己株式の取得 △2,000
自己株式の処分 4
自己株式の消去 －
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） △979 49 △1,418 △144 △2,493 － 76 △2,416

連結会計年度中の変動額合計 △979 49 △1,418 △144 △2,493 － 55 △2,365
2020年３月31日残高 2,638 47 △773 253 2,166 139 669 74,840
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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社 24社

主要な連結子会社の名称
（ 日本 ）
株式会社アクセス
株式会社ＲＥＪ

（ 中国 ）
アイダホンコンLTD.、会田工程技術有限公司、会田鍛圧机床有限公司

（ アジア ）
アイダグレイターアジアPTE.LTD.
アイダエンジニアリング（M）SDN.BHD.

（ 米州 ）
アイダアメリカCORP.

（ 欧州 ）
アイダS.r.l.

（2）非連結子会社の名称等
　該当事項はありません。

　
２．持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、一部の在外子会社は12月31日が決算日でありますが、これらの会社につき
ましては連結決算日における仮決算による計算書類にて連結しております。
その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

②デリバティブ 時価法
③たな卸資産
製品・仕掛品 主として個別法による原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）
原材料 主として先入先出法による原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）

　
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）
主として定額法を採用しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（当社及び国内連結子会社は５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ（リース契約上に残価保証の取り決めがある場

合は、当該残価保証額）とする定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として一般債権については
貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②製品保証引当金 製品の引渡後に発生する費用支出に備えるため、主として保証期間内に
おける補修費用の見込額を計上しております。

③賞与引当金 従業員賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計
年度の負担額を計上しております。

④役員賞与引当金 役員賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年
度の負担額を計上しております。

⑤受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末時点で将
来の損失が確実に見込まれ、かつ当該損失額を合理的に見積もること
が可能なものについて、将来の損失見込額を計上しております。

⑥株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員及び役員株式給付規程に基づく役員への
当社株式または金銭の給付に備えるため、当連結会計年度末における
給付見込額を計上しております。
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（4）重要な収益及び費用の計上基準
工事契約に係る収益及び費用の計上基準
当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進
行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については、主に工事完成基
準を適用しております。

　
（5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。
ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
（ヘッジ対象）

為替予約
外貨建予定取引

ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定め
た内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リスクを一
定の範囲内でヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ手段との関係が直接的であるため、ヘッ
ジの有効性の評価を省略しております。

②退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、主に給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時に一括費用処理することとしております。

・小規模企業等における簡便法の採用
　一部の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

④連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

　 （連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）
　2020年３月27日に成立した「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）
においてグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の
見直しが行われた項目について、企業会計基準適用指針第28号「税効果会計に係る会計基準
の適用指針」第44項の定めを適用せず、改正前の税法の規定に基づき繰延税金資産及び繰延
税金負債の額について計算しております。
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（表示方法の変更）

（連結損益計算書）
　前連結会計年度において区分掲記しておりました「養老保険満期償還益」（当連結会計年度
０百万円）については、金額が僅少となったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて
表示しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 31,133百万円

２．固定資産の取得価格から直接控除した国庫補助金・保険金等による圧縮記帳累計額
建物及び構築物 941百万円
機械装置及び運搬具 893百万円
その他（工具器具及び備品） 1百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数
普通株式 69,448,421株

２．剰余金の配当に関する事項
　配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2019年６月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,955百万円 30.00円 2019年３月31日 2019年６月27日
　
　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　次の通り付議します。

　

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2020年６月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,889百万円 30.00円 2020年３月31日 2020年６月30日

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）に関する事項
　

発行決議日
（取締役会） 新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数

第 ５ 回 新 株 予 約 権 2007年９月10日 15個 普通株式 15,000株
第 ６ 回 新 株 予 約 権 2008年９月８日 21個 普通株式 21,000株
第 ７ 回 新 株 予 約 権 2009年９月７日 47個 普通株式 47,000株
第 ８ 回 新 株 予 約 権 2010年９月７日 41個 普通株式 41,000株
第 ９ 回 新 株 予 約 権 2011年９月13日 33個 普通株式 33,000株
第 10 回 新 株 予 約 権 2012年11月13日 37個 普通株式 37,000株
第 11 回 新 株 予 約 権 2013年９月10日 26個 普通株式 26,000株
第 12 回 新 株 予 約 権 2014年９月９日 17個 普通株式 17,000株
第 13 回 新 株 予 約 権 2015年９月８日 16個 普通株式 16,000株
第 14 回 新 株 予 約 権 2016年９月13日 21個 普通株式 21,000株
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に関する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達は金融機関からの借入
によっております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取
引は行なわない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権、未収入金（ファクタリング債権等）は、顧
客の信用リスクに晒されております。またグローバルに事業展開をしていることから生じる外貨建
の売掛金は、為替の変動リスクに晒されていますが、為替変動リスクを軽減するため、先物為替予
約等を利用してヘッジしております。
　投資有価証券は、主として株式であり、価格変動のリスクに晒されております。
　営業債務である買掛金、電子記録債務、未払金は、ほとんどが６ヶ月以内の期日であります。ま
た、その買掛金の一部には、原材料等の輸入に伴う外貨建のものがあり、為替変動のリスクに晒さ
れておりますが、恒常的に同じ外貨建の営業債権の範囲内にあります。
　借入金は、主に設備投資、研究開発投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済期日
は最長で５年以内であります。
　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替変動のリスクに対するヘッジ取引を目的
とした先物為替予約取引であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について営業及びサービス担当部門が主要な取引先
の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状
況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社においても、当
社の債権管理規程に準じて、同様の処理を行なっております。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティリスクを軽減するために、信頼
性の高い金融機関とのみ取引を行なっております。
　当連結会計年度の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融
資産の貸借対照表価額により表わされています。

②市場リスクの管理
　当社グループは、外貨建の営業債権債務について、為替の変動リスクを回避するため先物為
替予約等によるヘッジをしております。
　デリバティブ取引については、デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定め
た内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リスクを一定の範囲内でヘッジしておりま
す。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれております。当該価額の算定において変動要因を織り込んでいるため、異なる前提
条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。「２．金融商品の時価等に関
する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ
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取引に係る市場リスクを示すものではありません。
　
２．金融商品の時価等に関する事項

　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通り
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりま
せん（（注２）を参照ください）。

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 28,723 28,723 －
（2）受取手形及び売掛金、電子記録債権 23,127 23,127 －
（3）未収入金 1,628 1,628 －
（4）投資有価証券

その他有価証券 5,605 5,605 －
資産計 59,084 59,084 －

（1）買掛金、電子記録債務 8,103 8,103 －
（2）未払金 707 707 －
（3）短期借入金 2,991 2,991 －
（4）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 1,500 1,501 1

負債計 13,301 13,303 1
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引（※） △2 △2 －
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引（※） 65 65 －

　

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金
　預金は預入期間が短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（2）受取手形及び売掛金、電子記録債権
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）未収入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（4）投資有価証券
　その他有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
　その他有価証券において種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次の通りで
あります。

（単位：百万円）
　

種類 取得原価 連結貸借対照表
計上額 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 929 5,012 4,083
小計 929 5,012 4,083

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 826 592 △233
小計 826 592 △233

合計 1,755 5,605 3,849
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負 債
（1）買掛金、電子記録債務
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（2）未払金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）短期借入金
　これらの時価は元利金の合計額を新規に同様の借入を行なった場合に想定される利率で割り引いて算定する方法
によっております。

（4）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
　これらの時価は元利金の合計額を新規に同様の借入を行なった場合に想定される利率で割り引いて算定する方法
によっております。

デリバティブ取引
① ヘッジ会計が適用されていないもの
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日における契約
額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次の通りでありま
す。

通貨関連
（単位：百万円）

　

区分 デリバティブ取引の種類等
契約額等

時価 評価損益
うち１年超

市場取引
以外の取引

為替予約取引
売建

米ドル 26 － △0 △0
ユーロ 1,783 20 9 9
人民元 1,622 － △11 △11
合計 3,432 20 △2 △2

　

（注）時価の算定方法
為替予約取引 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　
② ヘッジ会計が適用されているもの
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又
は契約において定められた元本相当額及び時価は、次の通りであります。

通貨関連
（単位：百万円）

　

ヘッジ会計
の方法 デリバティブ取引の種類等 主な

ヘッジ対象
契約額等

時価
うち１年超

原則的
処理方法

為替予約取引

外貨建
予定取引

売建
米ドル 445 22 △1
ユーロ 1,362 473 31
円 294 80 △1
人民元 1,066 495 9
ポンド 157 － 6

買建
米ドル 107 － 2
ユーロ 43 － △0
円 399 － 18
人民元 82 － 1

合計 3,959 1,071 65
　

（注）時価の算定方法
為替予約取引 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる主な金融商品

（単位：百万円）
　

区分 連結貸借対照表計上額
その他有価証券
非上場株式 113
関係会社株式 226

合計 339
　

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産（4）投
資有価証券」に含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）
　
　開示すべき重要な賃貸等不動産はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
　
１株当たり純資産額 1,243円15銭

　
（注１）１株当たり純資産額を算定する為の「普通株式の自己株式数」においては、2020年３月31日現在において

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有する当社株式3,418,700株を自己株式として会計処理し
ていることから、「１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数」は、当該株式を控除して算出しており
ます。

１株当たり当期純利益 66円88銭

（注２）１株当たり当期純利益を算定する為の「普通株式の期中平均株式数」においては、資産管理サービス信託銀
行株式会社（信託E口）が所有する当社期中平均株式3,426,086株を自己株式として会計処理していることか
ら、「普通株式の期中平均株式数」は、当該株式を控除して算出しております。
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（重要な後発事象に関する注記）

（連結子会社の吸収合併）
当社は、2020年１月14日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社アクセスを
吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結し、2020年４月１日付で吸収合併いたしまし
た。

１．取引の概要
(1)被結合企業の名称及びその事業の内容
被結合企業の名称 株式会社アクセス
事業の内容 金属加工機械、金属工作機械、自動搬送機械、計測機械、検査機器及び
　 それらに付属する装置の制御機器並びにメカトロニクスの開発、設計、

製造、販売等

(2)企業結合日
2020年４月１日

(3)企業結合の法的形式
当社を吸収合併存続会社とする吸収合併方式で、2020年４月１日付で株式会社アクセスは解散
いたしました。

(4)結合後企業の名称
アイダエンジニアリング株式会社

(5)企業結合の目的
株式会社アクセスは1992年の設立以来、プレス機械の付帯設備である材料供給装置や自動搬送
装置の製造・販売を行ってまいりました。当社は、2017年度からスタートした中期経営計画にお
いて自動機（FA)分野を重点事業と位置づけ、その拡大・強化に努めてまいりましたが、近年、
プレス関連の自動機製品の高付加価値化・多様化が求められる中で、株式会社アクセスを吸収合
併することにより、当社のプレス事業との連携を一層強化させ、自動機製品の競争力を向上させ
ることを目的としております。

２．実施する会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成31年１月16日）及び「企業結合会
計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成31年１月
16日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行う予定であります。
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株主資本等変動計算書
　

〔自 2019年 ４ 月 １ 日〕至 2020年 ３ 月31日
（単位：百万円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
配当準備
積立金

研究開発
積立金

為替変動
積立金

株式消却
積立金

買換資産圧縮
積立金

2019年４月１日残高 7,831 12,425 12,425 1,957 1,370 5,400 2,000 6,000 1,014

当期の変動額

買換資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 　 　 　 　 　 △15

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 　 　 　

当期純利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　 　

自己株式の処分 　 　 　 　 　 　 　 　 　

自己株式の消却 　 △1,309
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － － － － － － △1,309 △15

2020年３月31日残高 7,831 12,425 12,425 1,957 1,370 5,400 2,000 4,690 998
　
　

株主資本 評価・換算差額等

新株
予約権

純資産
合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

2019年４月１日残高 6,710 12,562 37,015 △4,230 53,040 3,597 1 3,599 139 56,779

当期の変動額
買換資産圧縮積立金の取崩 　 15 － 　 － 　 　 　 　 －

剰余金の配当 　 △1,955 △1,955 　 △1,955 　 　 　 　 △1,955

当期純利益 　 5,942 5,942 　 5,942 　 　 　 　 5,942

自己株式の取得 　 　 　 △2,000 △2,000 　 　 　 　 △2,000

自己株式の処分 　 　 　 4 4 　 　 　 　 4

自己株式の消却 　 △1,309 1,309 － －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 　 　 　 　 　 △957 27 △929 　 △929

事業年度中の変動額合計 － 4,003 2,678 △686 1,992 △957 27 △929 － 1,062

2020年３月31日残高 6,710 16,566 39,694 △4,917 55,032 2,640 29 2,669 139 57,842
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項）

１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

関係会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
（2）デリバティブ 時価法
（3）たな卸資産

製品・仕掛品 個別法による原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）
原 材 料 先入先出法による原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）

　
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 定額法
（2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。

　
（3）リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ（リース契約上に残価保

証の取り決めがある場合は、当該残価保証額）とする定額法
　
３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率法により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）製品保証引当金 製品の引渡後に発生する費用支出に備えるため、主として保証期間内
における補修費用の見込額を計上しております。

（3）賞与引当金 従業員賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度
の負担額を計上しております。

（4）役員賞与引当金 役員賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の
負担額を計上しております。

（5）受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末時点で将来の
損失が確実に見込まれ、かつ当該損失額を合理的に見積もることが可
能なものについて、将来の損失見込額を計上しております。
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（6）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであり
ます。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており
ます。過去勤務費用については、その発生時に一括費用処理するこ
ととしております。
・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表にお
ける取り扱いが連結貸借対照表と異なります。

（7）株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員及び役員株式給付規程に基づく役員への
当社株式及び金銭の給付に備えるため、当事業年度末における給付見
込額を計上しております。

　
４．収益及び費用の計上基準

工事契約に係る収益及び費用の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性がみとめられる工事については工事進行基
準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については、主に工事完成基準を適
用しております。

　
５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（1）ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
（ヘッジ対象）

為替予約
外貨建予定取引

③ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定め
た内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リスクを一
定の範囲内でヘッジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ手段との関係が直接的であるため、ヘッ
ジの有効性の評価を省略しております。

（2）消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

（3）連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

　 （連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）
　2020年３月27日に成立した「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）
においてグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の
見直しが行われた項目について、企業会計基準適用指針第28号「税効果会計に係る会計基準
の適用指針」第44項の定めを適用せず、改正前の税法の規定に基づき繰延税金資産及び繰延
税金負債の額について計算しております。
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（表示方法の変更）

（損益計算書）
　前事業年度において区分掲記しておりました「養老保険満期償還益」（当事業年度０百万円）につい
ては、金額が僅少となったため、当事業年度においては「その他」に含めて表示しております。

（貸借対照表に関する注記）
　
１．保証債務

　子会社の銀行取引に関する保証債務
アイダS.r.l. 4,721百万円

（39,463千ユーロ）

２．有形固定資産の減価償却累計額 19,675百万円
　
３．固定資産の取得価格から直接控除した国庫補助金・保険金等による圧縮記帳累計額

建物 931百万円
構築物 0百万円
機械及び装置 893百万円
車両運搬具 0百万円
工具器具及び備品 1百万円

　
４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 7,348百万円
短期金銭債務 2,898百万円

（損益計算書に関する注記）
　
　関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 12,187百万円
仕入高 6,867百万円
販売手数料 79百万円
営業取引以外の取引高 6,147百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
　
　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 9,896,566株
　
（注）自己株式数については、2020年3月31日現在において資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有

する当社株式3,418,700株を自己株式数に含めております。
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（税効果会計に関する注記）
　
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳
繰延税金資産

関係会社株式評価損 3,782百万円
減価償却費 569百万円
たな卸資産 362百万円
貸倒引当金 301百万円
賞与引当金 219百万円
株式給付引当金 94百万円
長期未払金 76百万円
製品保証引当金 52百万円
その他 333百万円

繰延税金資産小計 5,793百万円
評価性引当額 △4,666百万円

繰延税金資産合計 1,127百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,231百万円
買換資産圧縮積立金 △441百万円
その他 △126百万円

繰延税金負債合計 △1,800百万円
繰延税金資産(負債)の純額 △673百万円

　
（リースにより使用する固定資産に関する注記）
　
　該当事項はありません。
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（関連当事者との取引に関する注記）
　

属性 会社等
の名称 住所

資本金
又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
割合

関係内容 取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社 株式会社
アクセス

石川県
白山市

百万円
50

電子制御装
置及び自動
装置システ
ムの製造・
販売

直接100% 兼任
１名

（注１）
当 社 製 品
の 製 造委
託等

― ― 立替金 624

仕入 5,262 買掛金 1,460

子会社
アイダ
アメリカ
CORP.

アメリカ
オハイオ州

千米ドル
32,709

プレス機械
の製造・販
売・サービ
ス

直接100% 兼任
2名

（注１）
当 社 製 品
の 製 造 委
託・販売
等

売上 4,309 売掛金 456

― ― 前受金 719

子会社 アイダS.r.l. イタリア
ブレシア市

千ユーロ
30,000

プレス機械
の製造・販
売・サービ
ス

直接100% 兼任
3名

（注１）
当 社 製 品
の 製 造 委
託・販売
等

― ― （注２）
債務保証 4,721

― ― 短期
貸付金 1,196

子会社 アイダホン
コンLTD. 香港

千香港ドル
660

プレス機械
の販売・サ
ービス

直接100% ―
（注１）
当 社 製 品
の販売等

子会社株
式の購入
（注３）

4,103 ― ―

子会社 会田鍛圧机
床有限公司

中国
江蘇省
南通市

千人民元
170,237

プレス機械
の製造・販
売

直接61.8%
間接38.2%

兼任
１名

（注１）
当 社 製 品
の 製 造 委
託・販売
等

資金回収 1,096 短期
貸付金 1,481

貸付金の
実行 471 ― ―

　

（注１）当社製品の販売及び製造委託等については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。
（注２）債務保証については、アイダS.r.l.の銀行取引について債務保証を行ったものであり、「期末残高」は2020年3月

末残高であります。
（注３）子会社株式の購入については、アイダホンコンLTD.より会田工程技術有限公司の株式2,450百万円、
　 会田鍛圧机床有限公司の株式1,653百万円を購入したものであります。

（１株当たり情報に関する注記）
　
１株当たり純資産額 968円95銭

　
（注１）１株当たり純資産を算定する為の「普通株式の自己株式数」においては、2020年3月31日現在において資産

管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有する当社株式3,418,700株を自己株式として会計処理してい
ることから、「１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数」は、当該株式を控除して算出しておりま
す。

１株当たり当期純利益 98円80銭

（注２）１株当たり当期純利益を算定する為の「普通株式の期中平均株式数」においては、資産管理サービス信託銀
行株式会社（信託E口）が所有する当社期中平均株式3,426,086株を自己株式として会計処理していることか
ら、「普通株式の期中平均株式数」は、当該株式を控除して算出しております。

（重要な後発事象に関する注記）
（合併による企業結合）
連結注記表「（重要な後発事象に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。
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